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A0 ： 理論空気量 
A 1st ： 一次バーナに供給した酸化剤流量 
A 2nd ： 二次バーナに供給した酸化剤流量 
Ab ： 燃焼管断面積 
Ai ： 温度計測位置での流路断面積 
b ： 管状火炎バーナのスリット幅 
c ： 音速 
cpm ： 燃焼ガス平均比熱（kJ / m3NK） 
cpw  ： 水の代表比熱（kJ / kgK） 
C ： 酸素濃度，＝O2 / (O2 ＋ CO2) 
d ： 燃焼管内径，レイノルズ数およびヌセルト数での代表長さ 
db, Db ： 管状火炎バーナ内径 
din ： コイル状チューブ内径 
dout ： コイル状チューブ外径 
D ： コイル状チューブ熱交換器の内径 
Di ： 内部挿入管外径 
f ： 振動周波数 
h ： 平均熱通過率 
hg ： 燃焼ガスとの熱伝達率 
hw ： 水との熱伝達率 
I ： 計測対象ガスのレイリー散乱光強度 
I0 ： 基準としたガスのレイリー散乱光強度 
Iz_Lift ： 火炎の浮き上がり位置を示す発光強度 
κI ： モル分率 
lflame ： 管状火炎の火炎長 
lg ： 燃焼管長 
L ： 内部挿入管の挿入長さ 
L1st _ burner ： 一次バーナ上流端から二次バーナ上流端までの一次燃焼領域の長さ 
L1st _ flame ： 二段燃焼時において一次バーナに形成される管状火炎の火炎長 
m ： 式(3.2.9)の係数 
Mg ： 燃焼ガスの質量流量 
Mw ： 水の質量流量 
n ： 管状火炎バーナのスリット数 




 Nu0  ： 軸方向の発達ヌセルト数（第 3章参考文献 1） 
Nufd ： 軸方向の発達ヌセルト数（第 3章参考文献 9） 
p0 ： 音圧レベルの基準値 
p’ ： 圧力変動成分 
Pr ： プラントル数 
q ： 局所の熱流束 
qf ： 燃料の高位発熱量 
qv ： 燃焼負荷（kW / m3） 
q’ ： 熱発生速度変動成分 
Q ： 体積流量 
Qa ： 空気流量 
Qic ： 冷却水の受熱量 
QHHV ： 高位発熱量基準の燃焼量 
QLHV ： 低位発熱量基準の燃焼量 
R ： 総熱抵抗，＝ 2 / (doutπh) 
Rb ： 燃焼管半径 
Re ： レイノルズ数，= Mwd / mg 
Rg ： 燃焼ガスの対流熱伝達での熱抵抗 
RSUS ： チューブ壁の熱伝導での熱抵抗 
Rw ： コイル状チューブ内部表面と水との熱伝達での熱抵抗 
S ： 流路断断面積 
SL ： 層流燃焼速度 
Sw ： スワール数 
T0 ： 基準としたガスの温度 
T 2nd ： Qic / QHHVを考慮した二次火炎の平衡温度 
Tad, 1st ： 一次当量比φ 1stから算出した一次火炎の断熱火炎温度 
Tg ： 燃焼ガス代表温度 
Tg,exit ： 燃焼ガスの熱交換器出口代表温度（代表排ガス温度） 
Tg,exit,i ： 燃焼ガスの熱交換器出口局所温度（局所排ガス温度） 
Tic ： 中間放熱後の燃焼ガス温度 
Tw ： 壁面温度 
u ： コイル状チューブ外表面における軸方向速度 
us ： スリット出口の平均流速 
uz ： チューブ状熱交換器内の平均軸方向流速 
Va ： 平均軸方向流速 
Vt ： 平均接線方向吹き出し速度 
uz ： コイル状チューブ熱交換器内での平均方向速度 




 w ： 流速 
Ws ： 管状火炎バーナのスリット厚み 
z ： 軸方向距離 
αmn ： 横方向モードに対して与えられる無次元数（第 2章参考文献 2） 
αnm ： 横方向モードに対して与えられる無次元数（第 2章参考文献 16） 
β ： 酸素比，＝O2 / O2th 
∆l ： 開口補正値 
∆Q ： 伝熱量 
∆Tw ： 上昇水温 
φ, φ Total ： 総括当量比 
φ 1st ： 一次当量比 
λ ： 空気比（空気過剰率） 
λg ： 燃焼ガスの熱伝導率 
λSUS ： ステンレス鋼の熱伝導率 
m ： 粘性係数 
mg ： 燃焼ガスの粘度 
σ ： 相対レイリー散乱断面積 


























































Fig. 1.1.1 Sectoral energy consumption in Japan(1). 















































研究を行っている（18）（19）．管状火炎を用いることで，内径 2 mmの管内で，燃焼量 200 
Wの燃焼（64 W / mm2）が実現された（20）．また，太場らは，焼結ボルトの加熱に管
状火炎を用いた．焼結ボルトに挿し込まれた加熱用の棒状電気ヒータを取り外し，中
空となった内部を管状火炎で加熱した．小径管内でも高負荷燃焼を実現した結果，電
気ヒータと比べて，所定の温度に到達する時間が 1 / 4以下に短縮された（21）（22）． 
また，管状火炎の高い保炎性や，中心部の断熱性の高い燃焼ガスを応用する研究も
行われてきた．下栗らは，管状火炎をパイロット炎（袖火）（23）にすることで，噴流













































































































 NOxは，窒素原子の起源および生成機構により，フューエル NO，サーマル NO（ゼ


























① 自己 / 強制排ガス再循環燃焼 
② 希薄予混合燃焼 








Fuel NO  
         HCH    HNCO                 NO 
Fuel N                     NHi    N 
          CH     NCO                  N2 
Thermal NO 
(Zeldovich NO) 
N2＋O = NO＋N 
N＋O2 = NO＋O 
N＋OH = NO＋H 
Prompt NO 
CH＋N2 = HCN＋N 
C＋N2 = CN＋N 
CH2＋N2 = HCN＋NH 
CH2＋N2 = H2CN＋N 
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スリット部を介してガラス管に導かれる．スリット部は断面形状 0.5 mm × 10 mm の矩
形であり，6箇所に設けた．バーナ本体の内径は 10 mm，長さ 13 mmの一定値である
が，燃焼管となるガラス管の管長 lg により，管長 l を変更できる．管長は最短 10 mm 
から最長 500 mm とした．バーナ断面あたりの燃焼量の低減を目的に，ガラス管の内
径 d はバーナと同じ 10 mm とバーナ内径よりも大きい 20 mm, 30 mm の 3種類とした． 
図 2.1.2 に実験装置を示す．燃料は都市ガス 13A（代表組成；メタン 88.9%，エタ
ン 6.8%，プロパン 3.1%，ブタン 1.2%），酸化剤は空気とした．燃料の供給圧は低圧 （計






 と CH*（中心波長 431.1 nm）の強度変動を計測した．さらに，音圧をマイクロフォン 
（PCB社製，378B02，自由音場型）によって計測した．マイクロフォンの感度は 50 mV 
/ Pa，周波数応答は 3.15 Hz - 20 kHz，ダイナミックレンジは 16～135 dB である．信号








































(a) Tubular flame burner (b) Slit part 
l
Buffer space
Fig. 2.1.2 Schematic diagram of experimental apparatus. 
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組み合わせが存在する．今，半径 r [m]，長さ l [m]の円筒の閉じた容器を考えると，




ここで，nz は 0 を含む任意の整数，αmn は横方向モードに対して与えられる無次元数
である．今回のように長さに対して半径が十分に小さい場合，管には軸方向モード
（Organ pipe oscillation）の振動が生じるとされる．さらに，片閉じ管，および開管補




ここで，r [m]は管半径，c [m / s]は音速 (常温の場合 346 m / s), ∆l [m]は開口補正値（ = 
0.6 r），n は軸方向のモード次数（正の整数）である．n = 1，2，3はそれぞれ 1次，3
次，5次モードを示す．管長 l は燃焼管長 lg とバーナの軸方向長さ 13 mm の合計とし
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 2.1.3 実験結果および考察 
2.1.3.1 安定 / 振動燃焼範囲 
酸化剤である空気流量を段階的に設定し，燃料流量を変化させて安定燃焼範囲を求
めた結果を図 2.1.3に示す．縦軸を当量比φ，横軸を空気の流量としている．なお，燃
焼管長 lg = 100 mm，燃焼管の内径 d = 10 mm である．各空気流量で，管状火炎が形成
される燃料希薄限界の当量比はおよそφ = 0.5，燃料過剰限界はおよそφ = 1.3～1.4 の間
であった．空気流量 10 L / min では，当量比のほぼ全域で振動燃焼が発生した．空気
流量の増加に伴い，振動燃焼が発生する当量比の範囲が狭くなり，空気流量 20 L / min 































Fig. 2.1.3 Mapping of various combustion modes.  
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13A lean flammability limit
φ = 0.5









図 2.1.4に音圧の時系列変化を示す．この際，燃焼管長 lg = 200 mm，燃焼管の内径 d 















図 2.1.5は，図 2.1.4の時系列データを FFTによって周波数解析した結果である．ス















Fig. 2.1.4 Effect of slit part on temporal change in sound pressure. 












































Fig. 2.1.5 Effects of the slit part on the frequencies of organ pipe oscillation. 




ードの基本周波数と推測できる約 0.8 kHz の奇数倍となるため，式(2.1.2)を考慮する
と，軸方向モードの振動と考えられる． 
次にスリット部を設置し，空気量を 10 L / min と固定した状態で，管長 lgを変化さ
せた場合の周波数特性を調べた．さらに，燃焼管の内径を d = 10mm, 20mm, 30 mm と
変更した場合にも計測を行った．結果を図 2.1.6 に示す．燃焼管の内径によらず，計
測値は管長が増加するほど，振動数が低下する傾向を捕らえており，計算値と実測値
はほぼ一致することがわかる．また，バーナ内径 10 mm よりも燃焼管の内径が大き





















































Organ pipe oscillation by Eq.(2)
n=1





















d = 20 mm
d = 10 mm
Organ pipe oscillation by Eq.(2)






















Fig. 2.1.6 Effects of the glass tube length on the frequency of organ pipe oscillation  






 2.1.3.3 管状火炎の火炎振動と音響学的共鳴振動 
燃焼量 QHHV = 0.56 kW，d = 10 mm，lg = 200 mm の場合では，φ = 0.56 以下の希薄燃
焼，もしくはφ = 1.5 以上の過濃燃焼で振動燃焼が回避されたが，それ以外はすべて振
動燃焼となった（図 2.1.12）．図 2.1.7 に振動燃焼を回避できたφ = 0.56 の音圧および
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Fig. 2.1.8 Frequency characteristics of OH* and SPL without oscillation combustion. 
( lg = 200 mm, QHHV = 0.56 kW, φ = 0.56, Qa = 14.2 L / min) 
Fig. 2.1.7 Temporal change in OH* and sound pressure without oscillation combustion.  
( lg = 200 mm, φ = 0.56, Qa = 14.2 L / min) 
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 SPLの時間平均値は 78 dBである．OH*に特定の周波数ピークは確認できない．SPL
の周波数には図 2.1.5 と同様のピークが複数みられる．非燃焼場と同様に軸方向モー
ドが生じたと仮定し，燃焼による音速増加およびピークの間隔が約 1.6 kHz を考慮す
ると，基本周波数（1次モード）0.8 kHz の軸方向モードの振動と推測できる．1次の
モードは現れていないが，3次モード以上の振動は確認できる． 
図 2.1.9は，振動燃焼が生じているφ = 1.0 の音圧および OH*の時系列データである．

















図 2.1.10は図 2.1.9を周波数解析した結果である．OH*は 6個のピークがあり，ピ
ークの間隔は奇数倍の軸方向モードと異なり，整数倍となっている．これは，OH*の
変動は基本周波数 0.5 kHz とその整数倍の第 2から第 5高調波から構成されているこ



























Fig. 2.1.9 Temporal change in OH* and sound pressure with oscillation combustion.  


























図 2.1.11に燃焼管の管長を変化させた場合の周波数特性について示す．燃焼量 QHHV 






から 500 Hz 程度で一定となっている．よって，OH*の振動は管長に影響を受けない
といえる．以後，OH*の振動を火炎振動と定義し，軸方向モードの周波数と区別する． 
d = 10 mm では管長が増加すると軸方向モードの周波数と OH*の基本周波数および
その高調波が干渉し，軸方向モードの周波数が明確に確認できなくなった．管長 500  
mm では，1 次，3 次，5 次の軸方向モード周波数が OH*の振動との干渉で確認でき
ない．また，管長が 50 mm 以下となると火炎振動は解消された．d = 30 mm まで拡大












































Fig. 2.1.10 Frequency characteristics of OH* and SPL with oscillation combustion. 








































































































Fig. 2.1.11 Effects of the glass tube length on the frequency of flame and organ pipe oscillation 
at different tube diameters. Gray zone indicates no experiment data.  
( lg = 200 mm, φ = 1.0, Qa = 7.9 L / min) 
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 2.1.3.4 管状火炎のバーナ形状および燃焼条件と振動燃焼の関係 
図 2.1.12 に，燃焼管の内径 d を変更して，当量比と SPL の関係を調べた結果を示

















図 2.1.13に燃焼管の管長を変更して，燃焼量と SPLの関係を調べた結果を示す．d = 
20 mm, φ = 1.0 とした．lg = 50 mm の場合，燃焼量に関わらず SPL は 80 dB ほどである



























































































































Fig. 2.2.1 Tubular flame burner. (A: 8-inch burner, B: 12-inch burner) 
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 内径 208 mm のバーナ（図 2.2.1A，以後，8インチバーナと呼ぶ）は長さ 300 mm，
幅 10 mm の矩形断面のスリットが 2個，対称位置に接線方向に取り付けられており，
全長は 500 mm である．一方，内径 306 mm（図 2.2.1B，以後，12インチバーナと呼
ぶ）は長さ 300 mm，幅 15 mm の矩形断面のスリットが２個，対称位置に取り付けら
れており，全長は 700 mm である． 
管状火炎バーナは，バーナ内に強い旋回をかけて管状の火炎を形成させる．旋回強
度の目安であるスワール数 Sw は，バーナ形状から概算で求めると（8），8インチバー




は 8インチバーナでは 1300 mm，12インチバーナでは 1500 mm で，バーナ本体と燃
焼管を加えた全長は，8インチバーナでは 1800 mm，12インチバーナでは 2200 mm で
ある． 
火炎の観察は，端部の石英ガラス窓の他，8インチバーナでは 250 mm × 50 mm の矩
形の石英ガラス窓を二つ装着した燃焼管を，12 インチバーナでは内径 291 mm, 長さ
1000 mm，厚さ 5.5 mm の石英管をバーナに取り付けて行い，市販のビデオカメラ




























Tubular flame burner Premixture 
Propane 
Blower Flow meter 




（武藤電機，KF - 20PS / 6, 風量 2700 m3N / h, 吐出圧 9.31 kPa）から供給し，浮き子式
流量計（昭和機器計装，AP - 0250）とフラプター流量計（昭和機器計装，FM - 0350）
で流量をそれぞれ測定した後，混合し，バーナへ供給する．8インチ，12インチの各
バーナに対する空気流量は，それぞれ 900 m3N / h, 1800 m3N / h で，量論比における発
熱量は，それぞれ，およそ 1.0 MW，および 2.0 MW である． 
一方，振動燃焼の特徴を詳細に調べるため，圧力変動の測定とその周波数解析を行
った．圧力変動の測定は，燃焼管出口より上流側 200 mm に，焼損を防ぐためステン
レス管（内径 6 mm）を介して圧力センサー（PCB, HM102A06, 最大圧 68.95 MPa, 応
答時間 1.0 msec)を取り付けて行い，デジタルオシロスコープ（IWATU, Wave Runner, 64 
kwords x 4 channels）で出力を記録し，パソコンを用いて FFT周波数解析を行った．







2.2.2.1 火炎外観および安定 / 振動燃焼範囲 


















Fig. 2.2.3 Appearance of flames. (8-inch burner, Qa = 600 m3N / h) 
A  (φ = 1.5)
B (φ = 1.0)
C (φ = 0.8)
27 
 
 プロパン・空気混合気の当量比φ が 1.5 と燃料過剰の場合（図 2.2.3A），断面形状が
円形で，青緑色の発光を伴う均一の火炎がバーナ内に形成され，また，バーナ出口に
は，余剰の燃料と周囲空気による拡散火炎が観察される．燃料流量を減らして当量比 








2.2.4 に示す．ここでは，縦軸に当量比φ ，横軸に標準状態（0℃，1 気圧）の吹き出
し空気流量 Qa [m3N / h]をとる．なお，横軸には，この標準状態の混合気流量をスリッ
ト断面積で除して算出される平均接線方向吹き出し速度 Vt [m / s]，および，混合気の















































 しかし，空気流量を増加させ Qa = 650 m3N / h の条件になると，φ = 1.05 付近におい
て，高周波の激しい振動音を伴う燃焼状態となった．この高周波音は連続的，あるい
は断続的に発生するが，燃料濃度を増加させφ = 1.1 とすると停止する．空気流量をさ
らに増加させると，図中，○で囲まれた範囲，すなわち，Qa = 700 m3N / h では， φ = 0.95
～1.1の範囲，Qa = 750 m3N / h では，φ = 0.95～1.15 の範囲，Qa = 860 および 890 m3N / h 
の場合では φ = 0.8～1.15 の範囲で高周波音の激しい振動燃焼の発生が確認された．空
気流量の増加とともに，振動燃焼の発生する当量比の範囲は，理論混合比付近を中心
に徐々に拡大する傾向がある． 
次に，12インチバーナにおける燃焼状態を調べた．図 2.2.5に，空気流量 1000 m3N / 


























インチバーナでは，8インチバーナと比べてより大きな空気流量 Qa = 1200 m3N / h で
高周波の振動燃焼が発生する．ただし，その当量比φ の範囲は，1.4～1.5 と過濃側で
あった．しかし，空気流量を増やし Qa = 1400 m3N / h では，振動燃焼が起きる当量比
Fig. 2.2.5 Appearance of flames. (12-inch burner, aQ  = 1000 m
3
 / h) 
 
A  (φ = 1.7)
B (φ = 1.0)
C (φ = 0.8)
29 
 
 の下限は 0.95 とやや希薄側まで拡がる．一方，過濃側であるが，供給するプロパン
の流量の上限が 80 m3N / h であったため，図中波線より上のドットで示した領域の測
定はできず，振動燃焼が当量比 1.4 まで起きることを確認するに留まった．さらに，
空気流量 Qaを 1600 m3N / h，1800 m3N / h と増やすと，供給可能なすべての過濃混合気























が発生する最低の空気流量は，8インチバーナで 600 m3N / h に対し，12インチバーナ
では 1100 m3N / h と増加することがわかった．ちなみに，この最低の空気流量を軸方




チバーナにおいて，Qa = 800 m3N / h （一定）の条件で安定燃焼時（図 2.2.4，点 E，φ = 
0.7）と振動燃焼時（図 2.2.4，点 D，φ = 1.0）の圧力変動の測定結果を示す．図中，縦
軸には圧力変動値 [kPa]，横軸には測定時刻 t [s]をとる．安定燃焼状態であるφ = 0.7 の
場合，測定時刻の全範囲で±1 kPa 以下の低い圧力変動が続くのに対して，振動燃焼
の発生するφ = 1.0 の場合は，t = 0.15 s，0.35 s，0.4 s 付近で断続的に±2 kPa 程度の比


















        

























めに，圧力変動値を拡大したものを図 2.2.8に，その FFT解析の結果を図 2.2.9に示す． 
図 2.2.8より，φ = 0.7 では±0.5 kPa 程度の圧力変動であるのに対して，φ = 1.0 の場
合には，±1.5 kPa 程度の圧力変動に加え，小刻みな高周波の変動が現れていることが
わかる．また，縦軸に振動のデシベル値 [dB]，横軸に振動周波数 [Hz]をとって示し
















Fig. 2.2.7 Pressure fluctuations in the 8-inch tubular flame burner. (Qa = 800 m3N / h) 
Fig. 2.2.8 Pressure fluctuations in the 8-inch tubular flame burner. 








φ = 0.7 












φ = 0.7 





















結果を，図 2.2.10，図 2.2.11に示す．図 2.2.10より，φ = 1.0 では，±8 kPa にもおよぶ
大きな圧力変動が，ゆっくりとした低周波の振動に重なって発生していることがわか
る．また，FFT解析結果（図 2.2.11）によれば，φ = 1.0 では，φ = 0.7 と違って高周波
の鋭いピークが 2450 Hz に現れるほか（図 2.2.11①），その高次のモードと思われる

















Fig. 2.2.9 Pressure fluctuations spectra of the 8-inch tubular flame burner.  
( Qa = 800 m3N / h, part I in Fig. 2.2.7) 
Fig. 2.2.10 Pressure fluctuations in the 8-inch tubular flame burner. 
















φ = 0.7 


























φ = 0.7 




















次に，12インチバーナに対しても， Qa = 1400 m3N / h（一定の条件）で，安定燃焼
時（図 2.2.6，点 E，φ = 0.7）と振動燃焼発生時（図 2.2.6，点 D，φ = 1.2）について圧
力変動の測定を行った．その結果を図 2.2.12に示す． 
まず，安定燃焼状態であるφ = 0.7 の場合，±1 kPa 程度の緩やかな圧力変動が発生
している．これに対し振動燃焼発生時のφ = 1.2 の場合，8インチバーナ同様，測定時
刻 t = 0.05 s, 0.15 s, および 0.6 s 付近において，±5 kPa 程度の，比較的振幅の弱い圧

















Fig. 2.2.11 Pressure fluctuations spectra of the 8-inch tubular flame burner. 
(Qa = 800 m
3
N / h, partⅡ in Fig. 2.2.7) 
Fig. 2.2.12 Pressure fluctuations in the 12-inch tubular flame burner.  



















 φ = 0.7 





















   












   









燃焼（図 2.2.12,Ⅱの部分）に対して周波数解析を行った結果を図 2.2.13，図 2.2.14に
示す．比較的振幅の弱い振動燃焼発生時は（図 2.2.13），φ = 1.2 では，φ = 0.7 の安定燃
焼時と比べて高周波側に 1660 Hz，3590 Hz, 4880 Hz などのピークが既に現れ（図 2.2.13
①～③），一方，振幅の大きな振動燃焼発生時では（図 2.2.14），周波数が若干ずれる
が，1680 Hz，3500 Hz，5085 Hz，6760 Hz，8470 Hz などの多数の高周波振動が際だっ
て起きることがわかる（図 2.2.14①～⑤）． 
































Fig. 2.2.13 Pressure fluctuations spectra of the 12-inch tubular flame burner.  
(Qa = 1400 m
3
N / h, part I in Fig. 2.2.12) 
Fig. 2.2.14 Pressure fluctuations spectra of the 12-inch tubular flame burner.  
(Qa = 1400 m
3
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φ = 1.2 
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ここで，r [m]は管半径，l [m]は管長，c [m / s]は音速 (常温の場合 346 m / s), ∆l [m]は開
口補正値（ = 0.6 r（14）），n は軸方向のモード次数（正の整数）である．n = 1，2，3 は
それぞれ 1次，3次，5次モードを示す．式(2.2.1)に 8インチバーナ，12インチバー
ナそれぞれの諸元，および，化学平衡計算（15）で求めた平衡組成に測定された燃焼ガ
ス温度を補正して求めた音速（8インチバーナ：2130 K，c = 861 m / s ，12インチバー
ナ： 2050 K，c = 865 m / s）を代入する．算出された結果は， 1次モード（n = 1）で，











数を求めた結果を表 2.2.1の左（表 2.2.1A）に，一方，周波数解析（図 2.2.11）で求め
られた高周波振動の周波数を表 2.2.1右（表 2.2.1B）に示す．表 2.2.1Aでは，行に周
方向モード次数 nθ を，列に半径方向モード次数 m をとってある．なお，簡単な計算
によると，1000 Hz 以上では，式(2.2.2)第二項は，第一項に比べ非常に小さいので，
ここでは，便宜的に n = 1 として求めた． 
計算値と実験値を比較すると，実験で観測された 2450 Hz の振動は，周方向モード 
n θ = 1，半径方向 m = 1 の共鳴振動と極めて良く一致していることがわかる．すなわち，
このデシベル値の最も高い 2450 Hz の振動は，軸対称性が崩れた最初の周方向モード 
n θ = 1 の振動となっていることがわかる． 
それに続いてデシベル値の高い 2番目のピークの 5060 Hz の振動であるが，同じ m 
= 1 の半径モードでも，周方向モードが n θ = 0，つまり，軸対称性のある振動モードに
ほとんど一致している．同じ m = 1 の半径モードでも，周方向モードの高い n θ = 2 の
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 その次に観察される 7330 Hz は，300 Hz 程度高い方にずれてはいるが，再び，非軸
対称モード（n θ = 1）の，しかし，半径方向モードの次数はひとつ高い m = 2 の振動モ
ードに対応していることがわかる．そして，次に観測される 9830 Hz の振動は，600 Hz 



















も，図 2.2.14でデシベル値が最も大きい 1680 Hz の振動は，非軸対称（n θ = 1）で半
径方向モードの次数が最も低い m = 1 の振動に極めて一致し，次いで観測される 3500 
Hz の振動は，同じ半径モード m = 1 でも，軸対称の振動モード n θ = 0 にほとんど一致
している．3番目のピーク周波数 5085 Hz は，8インチバーナと同様 300 Hz 高いもの
の半径方向モードの次数 m = 2，周方向モード n θ = 1 の非軸対称の振動モードに，そ
して，4番目のピーク周波数は，やはり，8インチバーナと同様，400 Hz 程度高くな




特に，振幅の弱い振動燃焼の周波数解析結果を思い起こすと（図 2.2.9, 図 2.2.13），
8インチバーナ，12インチバーナともに，（周方向モード：n θ = 1，半径方向モード：
m = 1）の振動がはじめに現れることから，管状火炎バーナでは，非軸対称の周方向モ
ード（n θ = 1）が振動燃焼の発生と密接にかかわっていると考えられる． 
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Table 2.2.1 Comparisons of radial and circumferential modes of natural frequencies 
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Table 2.2.2 Comparisons of radial and circumferential modes of natural frequencies  
      and peak frequencies of pressure fluctuations in the 12-inch burner 
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実験装置の概略を図 3.1.2に示す．内径 db = 28 mmの SUS304製バーナに幅 50 mm，厚
さ 2 mmのスリット状の供給部を対称に 2つ接線方向に設けた．接線方向に燃料であ
る都市ガス 13A（代表組成；メタン 88.9%，エタン 6.8%，プロパン 3.1%，ブタン 1.2%）
と空気の予混合気を供給することで管内に旋回流動場を形成させた．バーナの幾何学
形状から決まるスワール数 Swは 3.1である．バーナ出口に長さ 884 mmの二重管式熱
交換器を取り付けた．二重管式熱交換器は，SUS304製の内管（内径 28 mm，肉厚 1 mm）
とアクリル製の外管（内径 40 mm，肉厚 5 mm）からなり，内管内部を燃焼ガスが，
幅 5 mmの環状部を冷却水が燃焼ガスと対向して流れる．水の温度は 70 mm間隔で 13





































図 3.1.1 の二重管式熱交換器の代わりに，内面に 10 mm 厚の SUS304 箔を貼り付け
た長さ 453 mm，内径 28 mm，肉厚 2 mmのアクリル管を取り付け，非燃焼場での熱伝
達率の測定を行った．通電加熱によりステンレス箔に等熱流束を発生させた．円管の
内外面に線径 0.1 mmの K型熱電対を取り付け，内外壁温度差から損失熱量を補正し
た熱流束を用いて局所熱伝達率を算出した．作動流体は常温の空気である． 
 
Fig. 3.1.2 Experimental apparatus. 
 




 3.1.2 実験結果および考察 
図 3.1.3に燃焼量 QLHV = 4 kW，空気比λ = 1.6での水温，内管壁面温度，燃焼ガスの
温度分布を示す．火炎長は 274 mmであり，火炎長以下は火炎領域，それ以上は燃焼





























ここで， qは局所の熱流束，Tgは平均燃焼ガス温度，Twは壁面温度である． z = 294 
mmまでの火炎帯では，局所熱伝達率は約 20 W / m2Kと低い．火炎帯であっても火炎
の周囲は常温の未燃ガスに覆われているため，壁面への熱流束が極めて低くなった．
それに対し，火炎端から下流部では熱伝達率が急増し，その後下流に向かい減少する．   
 
























   
 
 
燃焼量 QLHVを 3～6 kW，空気比λを 1.4～1.8で変化させて局所熱伝達率を測定し，
局所ヌセルト数Nu = h db / λgを求めた．熱伝導率λgは各測定点での膜温度の値とした．
旋回流による熱伝達率向上効果を示すため，旋回が無い場合の円管乱流ヌセルト数
Nu0(1)で Nuを除した無次元量 Nu / Nu0を定義した．旋回が無い場合の円管乱流ヌセル
ト数 Nu0は次式で定義できる． 
 
















非燃焼場の等熱流束加熱により求めた Nu / Nu0を太線プロットで示す．非燃焼場で
は z = 420 mmまでしか熱伝達率分布を測定していないが，燃焼場の燃焼ガス領域と同
様の傾きで Nu / Nu0が低下するのが観察された．下流側での熱伝達率の低下は，旋回
流の減衰が原因であると考えられる． 
 























































































Fig. 3.2.1 Tubular flame formed in 74 mm of diameter of the quartz-glass combustion 
chamber with four slit injections of tubular flame burner at combustion rate 
QLHV = 5 kW and the air ratio λ = 1.5. 































混合気をバーナ内部に供給するための厚さ Ws = 3 mm，幅 b = 25 mmの矩形スリットを
4つ有する． 
コイル状チューブは，内径 din = 10 mm，外径 dout = 12 mm，長さ 11.2 mであり，材質
は SUS304である．コイルの巻き径は 90 mmであり，巻き周は 39.5 周である．熱交
換器としての内壁となるコイル状チューブの巻き内径 D は 78 mmで，コイル状チュ
ーブ熱交換器の長さ（高さ）は 486 mmである． 
 
Fig. 3.2.2 Concept of the tubular-flame water-heater. Tubular-flame water-heater 
consists of the tubular flame burner, the coiled tube heat exchanger and the 
inserted tube as an additional heat exchanger. The combustion gas flows 
































(b) Cross section of the tubular flame burner. (a) Prototype of the water heater 
using the tubular flame. 
Fig. 3.2.3 Experimental apparatus of the water heater. The coiled tube heat exchanger 
was made from SUS304 of 12 mm in O.D. and 10 mm in I.D. The inner 
diameter of the coiled tube was D = 78 mm. The inserted tube had Di = 65 mm 
in outer diameter. Tubular flame burner had four slits of t = 3 mm in thickness 
and b = 25 mm in width. 
47 
 
 内部挿入管の外径 Diは 65 mm，長さは 600 mmで，コイル状チューブ熱交換器の内
部へ挿入する内部挿入管の長さ Lを 243 mm，353 mm，431 mmと変化させた．コイル
状チューブ，および，内部挿入管には水が流される．バーナ上流端からの管軸上距離
を zとする．コイル状チューブの水出入り口は，z = 45 mmと z = 531 mmの位置にある． 
図 3.2.4 に，実験装置の構成を示す．コイル状チューブの下部から水が供給され，
上部から流出した後，内部挿入管に導かれる．水の流量は，ローターメータにより測




燃料には都市ガス 13A（代表組成；メタン 88.9%，エタン 6.8%，プロパン 3.1%，
ブタン 1.2%，低位発熱量 40.6 MJ / m3N）を用いた．燃焼量 QLHVは 5～15 kW（低位発
熱量），空気比λは 1.5に設定した．都市ガスと空気の流量は，マスフローコントロー






















Fig. 3.2.4 Experimental setup for the heat transfer experiments of the water heater. Water 
was supplied from the bottom of the coiled tube, and flows into the inserted tube 
after the coiled tube. The pre-mixed fuel and air was supplied into the burner. 
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燃焼量 QLHV = 5～15 kW，λ = 1.5として，式(3.2.1)，(3.2.2)から見積った管状火炎の火
炎長は， 30 mmから 90 mmとなる．図 3.2.5は，管状火炎の管軸方向位置，および，
コイル状チューブ熱交換器と内部挿入管の位置関係を示す．図 3.2.5 中の赤色部が管
状火炎の火炎長 Lflameを示している．コイル状チューブ熱交換器の燃焼ガスに対する
上流端は，z = 45 mmの位置にある．燃焼量 15 kWにおいて内部挿入管の挿入長さ L = 

















Fig. 3.2.5 Axial position of the tubular flame and the inserted tube in the coiled tube 
heat-exchanger. Tubular flame length is estimated at the air ratio λ = 1.5 and 
diameter of combustion chamber D = 78 mm by the empirical equation by 
Funagoshi et al. (2008) (6) and Matsumoto et al. (2011)(7). The coiled tube 




 3.2.2.2 水と燃焼ガスの温度分布 
燃料量 QLHV = 15 kW，空気比λ = 1.5において，コイル状チューブ内の水温と燃焼ガ
スの温度分布に及ぼす内部挿入管の影響を図 3.2.6 に示す．内部挿入管を取り付けた
場合の挿入長さは，L = 243 mmである．式(3.2.1)(3.2.2)から算出した火炎長は 90 mm
になる．図 3.2.6中の三角プロットで排ガス温度（熱交換器出口の燃焼ガス温度）Tg,exit





























































Fig. 3.2.6 Temperature distributions at QLHV = 15 kW, λ = 1.5 without and with inserted 
tube, L = 243 mm. Water flow rate was 5 L / min. Underside graph shows the 
water-temperature distribution in the coiled heat exchanger and the inserted 
tube along the axial direction z. The local heat transfer rate can be estimated 
from the temperature increase of the water. Upside graph shows the 
temperature distribution of the combustion gas calculated from the local heat 

































コイル状チューブ熱交換器出口における COと NOx濃度は，それぞれ O2 = 0%換算
で，80 ppmと 30 ppmであった．これらは十分に低い値である．また，燃焼条件を空
気比λ = 1.5としに設定したこともあり，振動燃焼は観察されなかった． 
 
Fig. 3.2.7 Temperature distributions of the combustion gas at the outlet of the coiled 
tube without the inserted tube. Gas temperature was measured by R-type 
thermocouple with 100 mm in diameter. 
(a) Temperature distribution 




 3.2.2.3 熱交換器各領域の伝熱割合 
図 3.2.8に，燃焼量 QLHV = 15 kW，空気比λ = 1.5での，熱交換器各領域の伝熱割合を
示す．伝熱量は，各領域での入口と出口の水温差から見積もった．内部挿入管を取り







小さくなった．内部挿入管を取り外した場合での総伝熱量は 8.5 kW であり，燃焼量
に対して 56.9%である．挿入長さ L = 243 mmまで内部挿入管を取り付けると，内部挿




















図 3.2.9に，内部挿入管の挿入長さ Lによる伝熱の変化を示す．図 3.2.9の各燃焼量









伝熱効率は，QLHV = 15 kW，L = 431 mmの条件下で 81.1%であった．伝熱効率は，
































Fig. 3.2.9 Effect of the installed length of the inserted tube to heat transfer rate at 5-15 
kW combustion rate with λ = 1.5. Three bars show the heat balances for the 
different installing length L = 243, 353 and 431 mm. 
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 ここで，hgと hwは，燃焼ガスおよび水に対する熱伝達率である．図 3.2.10 に示すよ
うに，有効な伝熱面積はコイルの内側だけであり，式(3.2.6)の Rg，RSUS，Rwの熱抵抗
は，コイル状チューブの半パイプにおける値として求めた． 
表 3.2.1 に，Rg，RSUS，Rw，および，全体の熱抵抗 R に対する各熱抵抗の比率を示
す．なお，全体の熱抵抗 Rは，測定した平均熱通過率 hを用い，R = 2 / (doutπh)から算
出した．熱伝達率 hwは，Gnilinski の式（8）を用いて求めた．全体の熱抵抗に対して，
熱抵抗 RSUSは 0.3%未満，Rwは 1.1%から 1.9%である．したがって，熱通過率 hに対
して，燃焼ガスにおける熱伝達率が支配的であることが分かる． 





























Combustion rate QLHV kW 15 14 12 10 8 6 5 
Water flow rate L / min 5.0 3.0 3.0 3.0 2.5 2.0 2.0 
Reynolds number of water 10610 6366 6366 6366 5305 4244 4244 
Measured overall heat 
transfer coefficient h W / m2K 
40.60 41.48 38.59 35.37 33.51 27.61 26.84 
Heat transfer coefficient hw 
by Gnielinski Equation W / 
m2K 
4402 2692 2692 2692 2230 1748 1748 
Rw K / Wm 






















RSUS K / Wm 




























































Table 3.2.1 Thermal resistance of the coiled tube heat exchanger without the inserted tube.  
Rg, RSUS and Rw are the thermal resistances for the convective heat transfer of the 
combustion gas, for the heat conduction in the tube wall, and for the convective 
heat transfer of the combustion water, respectively. Total thermal resistance R was 























図 3.2.12 において，Petukhov の式と Kays の相関式は，ほぼ同じ値を示す．式(3.2.9)
による局所のヌセルト数は，熱交換器入口の旋回流により高められるが，軸方向距離
が長くなるにつれて旋回が減速するため，その度合いは減少する．コイル状チューブ
熱交換器全体での平均ヌセルト数は，式(3.2.9)で z = 45 mmから z = 531 mmまでの局所
のヌセルト数を平均して算出した． 
非燃焼場で旋回のある流れの実験結果は，式(3.2.9)の値とほぼ一致した．内部挿入








Lement Region d S 
Coiled tube 
heat exchanger 
Combustion gas region D πD2/4 
Inserted tube region D π(D2- Di2)/4 
Inserted tube Di π(D 2-Di 2)/4 
Table 3.2.2 Characteristic length d and cross-sectional flow area S of Re = Mgd / (Smg) 






























Conditions Air flow rate 
L / min. 
Averaged air velocity 
at coiled tube 
uz m / s 
Reynolds number 
Re 
Water flow rate 
L / min 
Non-swirling 
flow 
300 - 800 1.05 - 2.79 5.5x103 - 1.5x104 1.0 
Swirling flow 100 - 800 0.35 - 2.79 1.8x103 - 1.5x104 1.0 - 2.0 
 
 
Table 3.2.3 Experimental conditions of non-combustion 
 
Fig. 3.2.11 Experimental setup for the non-combustion. The hot water was supplied 
from the isothermal water circulator to the coiled tube, and air of 
atmospheric temperature was used instead of the combustion gas to cool the 
coiled tube. 











管のヌセルト数は，より高いレイノルズ数に移行するが，スワール数は Sw = 4.37に減
少する．z = 288～531 mmで平均した Dhirの相関曲線も図 3.2.13に示す．内部挿入管


















Fig. 3.2.12 Averaged Nusselt number of the coiled tube heat-exchanger under the 
non-combustion and combustion conditions without the inserted tube. Nusselt 
number under the combustion conditions was measured at combustion rate 
QLHV = 5-15 kW. Correlation curves of Kays et al. (2005)(1) and Petukhov 
(1970)(9) were conducted for the fully developed turbulent flow in a smooth 
circular tube valid for Re > 104. Dhir and Chang (1992)(5) conducted the 






































Fig. 3.2.13 Averaged Nusselt number of the combustion region, the inserted tube 
region and the inserted tube under the combustion condition. Correlation 
curve for the swirling flow was conducted by averaging the local heat 
transfer coefficient of Dhir and Chang (1992)(5) for the corresponding 
region at L = 243 mm. On the inserted tube region and the inserted tube, the 
swirling number Sw was estimated as 4.37 due to the acceleration in the 
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 第 4章 
管状火炎二段燃焼による窒素酸化物の排出抑制 
 




























らバーナ内部に吹き込まれる構造である．スリットは断面形状が 0.5 mm × 10 mmであ
り，一次バーナには 8個，二次バーナには 4個設置されている． 





 により計測した．燃料供給量は，2.3 × 10-5 m3N / s（投入燃焼量 QHHV = 1.05 kWHHV）一








ャッタースピード 1 / 4”，絞り F4.0，ISO 1600）で撮影した． 一次バーナと二次バー
ナの間で燃焼ガスを中間冷却する場合，長さ 100 mmの水冷管を取り付けて実験した．
冷却水の流量（流量計：OVAL 製 LSF41C）と出入口の温度差を計測して冷却水の受
熱量 Qic求め，中間放熱量 Qic / QHHVを算出した． 
NOx濃度[ppm]および CO 濃度[ppm]は，化学発光式ガス分析計および非分散形赤外
線吸収式ガス分析計（HORIBA 製 PG-340）を用いて計測した．採取位置は，二次バ
ーナ上流端から 278 mm下流位置と二次バーナ上流端より 24 mm上流位置の管軸上と
した．NOx濃度および CO濃度は，家庭用ガス燃焼機器の評価基準となる O2濃度 0%
換算値で示した．また，計測した NOx濃度の質量単位[g / kWh]への換算は，燃料ガス
の体積流量から平衡計算で燃焼ガスのモル流量を求め，NOxは全て NOと仮定して行
った． 
Fig. 4.1.1 Experimental apparatus. 
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間放熱量 Qic / QHHVは投入燃料の高位発熱量で除した無次元量として扱った．中間放
熱後の燃焼ガスと二次空気を混合させ，再び「反応器」によって二次燃焼を模擬した．
一次火炎の断熱火炎温度を Tad, 1st [K]，中間放熱後の燃焼ガス温度を Tic [K]，二次火炎


















まず，中間放熱量 Qic / QHHVを変化させて，各ガス温度と中間放熱量 Qic / QHHVの関
係を調べた．結果を図 4.1.3に示す．一次当量比φ 1stは 1.7，総括当量比φ 1st は 0.91と
した．中間放熱量 Qic / QHHVがゼロの場合の Tad, 2ndが最も高く，中間放熱量 Qic / QHHV
の増加に伴い，Tad, 2ndが低下する．図中の交点 Aより中間放熱量 Qic / QHHVが大きく
なると，Tad, 2ndは Tad, 1stより低くなる．点 Aは Tad, 2nd = Tad, 1stとなる条件であり，ここ
では同温燃焼条件と定義する．同温燃焼条件の燃焼ガス温度を Tit [K]と定義する． 
図 4.1.4に同温燃焼条件と一次当量比φ 1stの関係を示す．総括当量比φ Totalは 0.91 と
している．一次当量比φ 1stが 1.2以下の場合，中間放熱量 Qic / QHHVの有無によらず，
常に Tad, 1st > Tad, 2ndとなり，同温燃焼条件は存在しない．一次当量比φ 1st 1.2以上で同温
燃焼条件が存在する．一次当量比φ 1st が高くなるにつれ，同温燃焼条件となる中間放
熱量 Qic / QHHVは増加し，Titは低下する． 
生成される NOxがサーマル NOxのみからなるものと仮定すれば，最高温度が高い
ほど NOx生成が盛んになる．また，中間放熱量 Qic / QHHVが大きいほど，二次燃焼後
の NOx排出量（以後，NOx排出量と呼ぶ）は低減するが，放熱量が増加して二次バー
Fig. 4.1.2 Process flow of two-stage combustion. 
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 ナの断熱火炎温度 Tad, 2ndが低下する．同温燃焼条件は，各一次当量比φ 1stに対し，最
高温度を極小化するために必要な中間放熱量 Qic / QHHVを与える．  


















Qic / QHHV [-]








































Fig. 4.1.3 Combustion gas temperature at different intermediate cooling. 
(φ 1st = 1.7，φ Total = 0.91) 
Fig. 4.1.4 Intermediate cooling rate and combustion gas temperature of iso-thermal 
conditionat different equivalence ratio in primary burner. (φ Total = 0.91) 
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 4.1.3 管状火炎の火炎長 
管状火炎は，火炎の外側が未燃混合気で覆われるため，第 3 章で解析したように，
管軸方向の火炎のある位置までは燃焼ガスの熱が管内壁に伝わり難い．火炎端より下
流で燃焼ガスが壁に接し始め，熱伝達が急上昇する．よって，中間放熱量 Qic / QHHV
と火炎長 L1st _ flame[m]は密接な関係があるものと考えられる． 
管状火炎は層流火炎であると仮定し，火炎の燃焼速度と予混合気の半径方向速度が
等しいと仮定すると，予混合気流量 Qp[m3 / s]と火炎長 L1st _ flameの関係式が得られる． 





     (4.1.2) 
予混合気流量は投入熱量 QHHV[kW]と一次当量比 φ 1st の関係から次式でも表すことが
できる． 














QQ  (4.1.3)  
ここで，qfは燃料の高位発熱量[kJ / m3N]，A0は理論空気量（都市ガスの場合は 10.7）
である．式(4.1.1)(4.1.2)(4.1.3)を L1st _ flameについて解くと，管状火炎の火炎長を表す式
(4.1.4)を得る． 



















よって，火炎長 L1st _ flameは燃料種，燃焼量 QHHV，バーナ寸法が決まると，層流燃焼
速度 SL と一次当量比φ 1stの関数となる．二段燃焼においては，一次当量比φ 1stが 1以
上であるため，一次当量比φ 1stの増加で SLは減少する．層流燃焼速度 SLは一次当量比





図 4.1.5に一次当量比φ 1stを 1.34 から 1.66まで変化させた場合の火炎の直接撮影画
像を示す．一次火炎を撮影するために，水冷管は取り付けていない．一次バーナと二
次バーナの距離 L1st _ burnerは 145 mm（L1st _ burner / D = 7.25）である．いずれの一次当量
比φ 1stにおいても一次バーナで管状火炎が形成され，二次バーナでは一次バーナの燃
焼ガスと二次空気とが反応して二次火炎が形成されている．管状火炎は一次当量比が
 sf W2DD −=
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 約 1.7 まで形成され，それ以上の一次当量比φ 1stでは火炎が形成されなかった．管状









けた場合の結果であり，水冷管を取り付けた場合のバーナ間の距離 L1st _ burner は 159 
mm（L1st _ burner / D = 7.95）である．二次燃焼後の CO排出濃度は一次当量比φ 1stが高く
なるにつれて減少した．一次当量比φ 1st = 1.37では CO排出濃度が他の条件より高く，
2500 ppmを超えた．一方，一次燃焼後の NOx量（以後，一次 NOx量と呼ぶ）は一次
当量比φ 1stが高くなるにつれて減少し，一次当量比がφ 1st約 1.5以上では，ほぼゼロと
なった．また，二次燃焼後の NOx排出量も同様に一次当量比φ 1stが高くなるにつれて
減少した．ただし，一次当量比φ 1stが約 1.6以上となると，NOx排出量は増加した． 
 
Fig. 4.1.5 Direct photos of two-stage combustion. (1.05 kWHHV, φ Total = 0.91, L1st _ burner = 145 mm, 
































図 4.1.7に中間放熱量 Qic / QHHVと一次当量比φ 1stの関係を示す．図には同温燃焼条
件の線を記入した．中間放熱量 Qic / QHHVは一次当量比φ 1stが高くなるにつれて減少し
た．今回の場合，一次当量比φ 1st = 1.59が同温燃焼条件に近い．一次当量比φ 1st 1.6以
下は中間放熱量 Qic / QHHVが大きく，二次バーナの燃焼ガス温度 Tad, 2ndが一次バーナ
の断熱火炎温度 Tad, 1stより低くなる条件（Tad, 2nd < Tad, 1st）である．一次当量比φ 1st 1.6
以上は中間放熱量 Qic / QHHVが小さく，二次バーナの燃焼ガス温度 Tad, 2nd が一次バー
ナの断熱火炎温度 Tad, 1st より高くなる条件（Tad, 2nd > Tad, 1st）である． 
図 4.1.8に管状火炎の火炎長 L1st _ flameと一次当量比φ 1stの関係を示す．一次当量比φ 1st
が高くなるにつれ火炎長 L1st _ flameが増加した．式(4.1.4)より見積もった火炎長は，実
験値より短くなったが，一次当量比φ 1stの増加によって火炎長 L1st _ flameが増加する傾
向は示している．一次当量比φ 1stが高くなると，火炎長 L1st _ flameが長くなり冷却管へ
の伝熱面積が小さくなることに加え，燃料過濃の条件では当量比が高い方が火炎温度
は低くなるので，伝熱量は小さくなり易い．以上より，一次当量比φ 1st が高いほど，
中間放熱量 Qic / QHHVが減少したと考えられる． 
Fig. 4.1.6 CO and NOx as a function of equivalence ratio in primary burner with intermediate 
cooling tube. (1.05 kWHHV, φ Total = 0.91, L1st _ burner = 159 mm) 
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 中間放熱量 Qic / QHHVの実測結果を用いて，中間放熱後の燃焼ガス温度 Tic および二
次バーナの断熱火炎温度 Tad, 2ndを計算した．結果を図 4.1.9 に示す．前述のとおり一
次当量比φ 1stが 1.59 の場合に同温燃焼条件となり，最高温度が低くなる．そのため，
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Fig. 4.1.7 Relation between equivalence ratio in primary burner and intermediate cooling rate. 
 (1.05 kWHHV, φ Total = 0.91, L1st _ burner = 159 mm) 
Fig. 4.1.8 Relation between equivalence ratio in primary burner and 1
st
 flame length.  
(1.05 kWHHV, φ Total = 0.91, L1st _ burner = 159 mm) 
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φ1st [-]




















図 4.1.10に一次 NOx量と一次バーナの断熱火炎温度 Tad, 1stの関係を示す．一次 NOx
量は一次バーナの断熱火炎温度 Tad, 1stと相関があり，一次バーナの断熱火炎温度 Tad, 1st  
の低下に伴って一次 NOx量が低減した．図 4.1.11には，NOx排出量と二次バーナの断
熱火炎温度 Tad, 2ndの関係を示す．一次 NOx量がほぼゼロ（図 4.1.10）となる一次当量





も NOx排出量が小さくなる一次当量比φ 1st = 1.66程度が，一次当量比φ 1stの望ましい設
定と言える． 
        
 



































       






Fig. 4.1.9 Combustion gas temperature as a function of equivalence ratio in primary burner. 
Fig. 4.1.10 1st stage NOx against adiabatic flame temperature of 1st stage burner. 
(1.05 kWHHV, φ Total = 0.91, L1st _ burner = 159 mm) 
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各燃焼方式ともに総括当量比φ Totalは一定（0.91）とし，中間放熱量 Qic / QHHVを計測
する水冷管は取り付けずに実験を行った．図4.1.12に各燃焼方式における火炎外観を，
図 4.1.13に NOx排出濃度を示す．単段燃焼では，一次バーナ内で火炎（管状火炎）が




濃度は 96.2 ppmであった．従来二段燃焼では，一次バーナの上流端に内径 5.6 mmの
管を取り付け，全量の燃料と一部の空気を予め混合（予混合気の当量比 3.3）してバ
ーナの管軸方向に導入した．同時に，バーナの接線方向からも別途燃焼用空気を供給
し，一次バーナ内に拡散火炎を形成させた．一次バーナでの供給当量比φ 1st は 1.67 と
し，バーナ間の距離 L1st _ burnerは 95 mmに設定した．従来二段燃焼では，一次火炎が
拡散火炎であることから，図 4.1.12(c)の管状火炎の場合と比べると発光が強いように
見受けられる．従来二段燃焼の NOx排出濃度は 59.1 ppm であった．管状火炎を用い
た二段燃焼では，一次当量比φ 1stを 1.67，バーナ間の距離 L1st _ burnerを 145 mmに設定
した．管状火炎を用いた二段燃焼の NOx排出濃度は 16.3 ppm であった．これは，単
段の部分予混合燃焼と比べて約 1 / 6，従来二段燃焼と比べて約 1 / 4の値である．二段
燃焼の一次火炎を管状火炎にすることで NOx排出量が大幅に低減できることが示さ
れた． 
Fig. 4.1.11 NOx emission at different exhaust gas temperature.(1.05 kWHHV, φ Total 
= 0.91, L1st _ burner = 159 mm) 
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Fig. 4.1.12 Direct photos of conventional combustion and two-stage combustion using tubular flame. 
((a) Single-stage combustion with Bunsen flame. (b) Two-stage combustion with Bunsen 
flame as primary stage, L1st _ burner = 95 mm. (c) Two-stage tubular flame burner without 
intermediate cooling tube, L1st _ burner = 145 mm.) 
Fig. 4.1.13 NOx concentration of conventional combustion and two-stage combustion using tubular 
flame. ((a) Single-stage combustion with Bunsen flame. (b) Two-stage combustion 
with Bunsen flame as primary stage, L1st _ burner = 95 mm. (c) Two-stage tubular flame 
burner without intermediate cooling tube, L1st _ burner = 145 mm.) 
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ii. NOx排出濃度は，一次当量比φ 1stから算出した一次バーナの断熱火炎温度 Tad, 








Fig. 4.1.14 NOx of conventional two-stage combustion with Bunsen flame as primary stage. 
(1.05 kWHHV, φ Total = 0.91, φ 1st = 1.67, L1st _ burner = 95 mm) 
          









































予混合火炎旋回バーナである．一次バーナの内径は 20 mm，二次バーナの内径は 30 mm 
であり，両バーナともに，予混合気または酸化剤が，管の接線方向にあるスリットか
らバーナ内部に吹き込まれる．スリットの断面形状は 0.5 mm × 10 mmの矩形であり，
一次バーナに 8個，二次バーナに 4個それぞれ開口されている．一次バーナ上流端か
ら二次バーナ上流端までの一次燃焼領域の長さ L1st _ burnerは 86 mmとした．  
燃料には，都市ガス 13A（代表組成；メタン 88.9%，エタン 6.8%，プロパン 3.1%，





は 5.75 × 10-5 m3N / sで一定となる．一次当量比φ 1stを変化させる場合には，総括供給当
量比φ Totalが 0.9 になるように，二次バーナに供給する酸化剤流量を調整した．以後，
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表 4.2.1に各流量の設定条件をまとめた．図 4.2.2には，一次当量比φ 1stと両バーナ









放熱量 Qic / QHHVは，給水流量（流量計：OVAL製 LSF41C）と出入口の温度差から求








































Fig. 4.2.1 Experimental apparatus. 
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 めた．素線径 0.1 mmのR型熱電対を用いて両バーナの管中心軸上の温度を計測した．
熱電対からの輻射などを考慮した補正はせず，1分間の時間平均値を計測位置での燃
焼ガス温度とした．なお，一次バーナ上流端からの距離を z[mm]で表す．火炎外観は，

































    
           
       
Total 13A input [kWHHV] 1.05
Total 13A flow rate [m3N / s] 2.35×10-5
φTotal [-] 0.9
Total O2 flow rate [m3N / s] 5.75×10-5 
φ1st [-] Variable 
quantitiesAir or oxygen-enriched air flow rate in 1st burner : A1s [m3N / s]























    
           
       
    
      
      
 
     
       
Table 4.2.1 Experimental conditions 
Fig. 4.2.2 Relation between equivalence ratio in 1
st
 burner and air or 
oxygen-enriched air rate supplied to 1
st





 4.2.2 実験結果および考察 




































































Fig. 4.2.3 Rich flammability limits in 1
st





















各酸素濃度での燃焼実験において，一次当量比を変化させた時の放熱量 Qic / QHHV，










放熱量 Qic / QHHVが 0.08以下に抑制された条件での NOx排出量の最小値をピックア
ップすると，酸素濃度 O2が 21%，24%および 27%で，NOx排出量はそれぞれ 0.047 g 
/ kWh，0.065 g / kWh，および 0.096 g / kWhとなった．酸化剤中の酸素濃度 O2の増加
に伴い，NOx 排出量は増加傾向にある． 
また，図 4.2.6 に放熱量 Qic / QHHVを考慮した二次火炎の平衡温度 T 2ndと実測した
NOx排出量の関係を示す NOx排出量が 0.1 g / kWh以下となる条件での，二次火炎温度
T 2nd の最大値をピックアップすると，酸素濃度 O2が 21%，24%および 27%で，二次
火炎温度 T 2nd はそれぞれ 2131 K，2184 K，および 2290 Kとなった．酸化剤中の酸素
濃度 O2の増加に伴い，二次火炎温度 T 2ndは上昇した． 
 
Fig. 4.2.4 Relation between equivalence ratio in 1
st
 and calculated 





























O2 = 27% Rich limitφ1st in 1
st burner
○ O2 = 21%
□ O2 = 24%






































で燃焼させた．管状火炎二段燃焼では，放熱量 Qic / QHHVが 0.08以下となる一次当量
比φ 1st を選定した．O2 = 21%ではφ 1st = 1.6，O2 = 24%ではφ 1st = 1.8，O2 = 27%ではφ 1st = 2.0 
とした．図 4.2.7より，管状火炎二段燃焼は単段燃焼よりも NOx排出量が少ないこと
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Calculated equilibrium T2nd [K]
(a) O2 = 21% (b) O2 = 24% (c) O2 = 27%
Fig. 4.2.5 Relation between equivalence ratio in 1st burner and NOx 
emission and intermediate cooling rate. 
Fig. 4.2.6 Relation between calculated equilibrium gas temperature at 
























図 4.2.8 にバーナ中心軸上における燃焼ガス温度の計測値を示す．酸素濃度 21%お
よび O2 = 27%の場合を示す．単段燃焼と管状火炎二段燃焼は共に，酸素濃度 O2の増
加にともない，最高温度は上昇した．なお，単段燃焼では，二次バーナ上流端位置 z = 

































□ Two-stage using tubular flame
O2 = 21% O2 = 24% O2 = 27%
             
                       
Fig. 4.2.7 Comparison NOx emission of single-stage combustion and two-stage 
combustion using tubular flame.  (Single-stage : φ 1st = 2.25, O2 = 21% 
two-stage : φ 1st = 1.6, O2 = 24% two-stage : φ 1st = 1.8, O2 = 27% two-stage : 














































(a) O2 = 21%
(b) O2 = 27%
Fig. 4.2.8 Distribution of burned gas temperature of on center of combustion 
tube.(Single-stage : φ 1st = 2.25, O2 = 21% two-stage : φ 1st = 1.6, O2 = 27% 
























なお，図 4.2.7から図 4.2.9の管状火炎二段燃焼の条件下では，放熱量 Qic / QHHVは O2 = 
21%で 0.05，O2 = 27%で 0.075に保たれた． 
図 4.2.10に放熱量 Qic / QHHVを差し引いた平衡計算での二次火炎温度と，実測の最
高ガス温度を示す．なお，二次バーナの火炎は拡散火炎であるが，当量比φ Total = 0.9
の予混合燃焼として平衡計算を行った．平衡計算では，管状火炎二段燃焼は O2 = 21%，
O2 = 27%ともに単段燃焼より断熱火炎温度が 90 Kほど低下するのに対して，実測の最












            
                  











Single-stage Two-stage Single-stage Two-stage
Fig. 4.2.9 Direct photos of single-stage combustion and two-stage combustion using 
tubularflame. (Single-stage : φ 1st = 2.25, O2 = 21% two-stage : φ 1st = 1.60,  
























































maximum gas  
temperature
(a) O2 = 21% (b) O2 = 27%
■ Single-stage





Fig. 4.2.10 Difference between calculated gas temperature and measured maximum 
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した．バーナ内径は 30 mmであり，軸流管の内径 0～30 mmの範囲で変更することが
できる．本節では，燃料または空気をバーナ内に供給するスリットの上流端を z = 0 mm
として，下流に向かう方向を正と定めた．管状火炎バーナの下流端位置は，z = 100 mm
となる．また，バーナ上流端（軸流管下流端）からスリットまでの空間を副室と呼ぶ．
副室の軸方向長さは 0～－50 mmの範囲で変更することができる． 
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Fig. 5.1.2 Schematic illustration of the tubular flame burner. 
Fig. 5.1.1 Direct photograph of rapidly mixed type tubular flame burner. 
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火炎の撮影には，高速度 CMOSカメラ（Vision Research社, Phantom V12.1）とレン
ズ（Nikon製, Ai Nikkor50 mm f/1.2S）を使用した．高速度カメラは燃焼管の軸と垂直
方向に設置した．燃焼管の軸と垂直方向から撮影することで軸流による急速混合型管
状火炎の軸方向および半径方向の変化を観察できる．空気過剰率λ = 1.0およびλ = 0.6
の条件においては，撮影速度 6,000 fps，露光時間 160 ms，空気過剰率λ = 1.5の条件に




















100 mmである．熱電対からの出力電圧は，データロガー（GRAPHTEC社, LOGGER 
GL220）で記録した．記録間隔を 100 msとして，約 20秒間計測した．図 5.1.4に熱電
対の取り付け位置を示す．熱電対は，燃焼管の下流方向から軸方向に沿って設置させ
































Fig. 5.1.4 Schematic illustration of B-type Thermocouple (T.C.) measurement. 
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Table 5.1.1 Relation of refractive index of main chemical species and relative Rayleigh 


























点距離 600 mm）を用いて計測点でのレーザ光強度を上昇させた． 















Fig. 5.1.5 Relation of equivalent ratio of Methane before and after combustion and 





































メラのレンズフィルタを示す．バンドパス光干渉フィルタ（B.P.F., 中心波長 487.2 nm, 
半値幅 3.3 nm）および偏光フィルタ（ケンコー社, 52S）を取り付けることで，レイリ
ー散乱光以外の光と垂直な偏光面を持つ直線偏光以外の光は除去した．高速度カメラ








Fig. 5.1.6 Schematic illustration of the laser optical path. 
Fig. 5.1.7 Schematic illustration of photographing measurement. 




図 5.1.9にレイリー散乱光の直接写真を示す．図 5.1.9より，r = 0 mmにレイリー散
乱光が存在していることがわかる．MATLABを用いて画像処理を行い z方向の各 pixel
に対してレイリー散乱光強度を画像ごとに算出する．基準としたガス（空気）に対し
ては，z方向の各 pixelに対して 1000枚の平均のレイリー散乱光強度 I0_avを算出した． 
図 5.1.9(b)，は燃焼条件でのレイリー散乱光の直接写真である．図 5.1.9(b)が示すよ
うに，火炎からの発光が写り込んでおり，これを除去する必要がある．レイリー散乱
光とした r方向位置の pixelを基準（r方向のゼロ位置）として，r方向 6～26 pixel，
および，－6～－26 pixelの発光強度の積算平均値を火炎からの発光強度とした．各画
像で火炎からの発光強度を差し引いて，各画像（1000 枚），管軸上 z 方向の各 pixel
における対象ガスのレイリー散乱光強度 Iを求めた．式(5.1.1)に I / I0_avを代入，前述
のとおりσRCH4 / σRAir = 1.107として計測対象ガスの温度を求めた． 
次にデータの表示方法に関して述べる．図 5.1.10にレイリー散乱法により算出した
温度の一例を示す．横軸に z方向距離をとり，縦軸に計測温度を示す．計測温度は撮
影画像 1000枚の平均値としている．z = 74.5～75.5 mmのデータを抜き出したグラフを
























Fig. 5.1.9 Direct photograph of Rayleigh scattering. 
Fig. 5.1.10 Conceptual diagram of a method for calculating the mean temperature. 
(b) Combustion condition (a) Air condition 
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 5.1.2 実験結果および考察 
5.1.2.1 軸流が火炎形成可能範囲に及ぼす影響 
供給空気過剰率λ = 1.0，0.6，1.5において，軸流を伴う急速混合型管状火炎の火炎
外観を観察した．表 5.1.2に空気過剰率λ = 1.0，表 5.1.3に空気過剰率λ = 0.6，表 5.1.4
に空気過剰率λ = 1.5での実験条件を示す．空気スリットと軸流管から供給する空気を
あわせた総空気流量を 70 L / minで一定とした．軸流を供給する場合には，空気は 10 L 
/ min一定とした．内径 20 mm，15 mm，10 mmの軸流管を用いて軸流流速を 0.5 m / s，



























図 5.1.11に空気過剰率λ = 1.0，図 5.1.12に空気過剰率λ = 0.6，図 5.1.13に空気過剰
率λ = 1.5における火炎形状を示す．それぞれの図において副室の軸方向長さを 0 mm，
20 mm，40 mmとした結果を左から並べている．また，図 5.1.11，図 5.1.12，図 5.1.13
L/min m/s L/min m/s mm L/min m/s
(a) 70 9.7 0.0 0.0 0
(b) 60 8.3 10.0 0.5 20
(c) 60 8.3 10.0 0.9 15
(d) 60 8.3 10.0 2.1 10
Air slit Axial flow inlet Fuel slit
7.4 4.1
Table 5.1.2 Experimental condition (Excess air ratio: λ = 1.0, Axial flow inlet gas: Air) 
L/min m/s L/min m/s mm L/min m/s
(e) 70 9.7 0.0 0.0 0
(f) 60 8.3 10.0 0.5 20
(g) 60 8.3 10.0 0.9 15
(h) 60 8.3 10.0 2.1 10
Air slit Axial flow inlet Fuel slit
12.5 6.9
Table 5.1.3 Experimental condition (Excess air ratio: λ = 0.6, Axial flow inlet gas: Air) 
L/min m/s L/min m/s mm L/min m/s
(i) 70 9.7 0.0 0.0 0
(j) 60 8.3 10.0 0.5 20
(k) 60 8.3 10.0 0.9 15
(l) 60 8.3 10.0 2.1 10
Air slit Axial flow inlet Fuel slit
5.0 2.8
Table 5.1.4 Experimental condition (Excess air ratio: λ = 1.5, Axial flow inlet gas: Air) 
93 
 






































































 Fig. 5.1.13 Direct photographs of rapidly mixed type tubular flame. (λ = 1.5) 





空気流量は 10.0 L / minで一定とした．内径 20 mm，15 mm，10 mmの軸流管を用い，
軸流の流速を 0.5 m / s，0.9 m / s，2.1 m / sと変化させた．また，副室の軸方向距離も 0 
mm，20 mm，40 mmと変化させた． 
 
 
Axial flow inlet gas 
component 
- Air 
Axial floe inlet gas flow rate L / min 10 
Axial flow velocity m / s 0.5 0.9 0.52.1 
Diameter of axial flow inlet mm 20 15 10 
Distance of auxiliary space mm 0 20 40 
 
総空気流量を 70 L / min，90 L / min，110 L / min，130 L / minと変化させて，燃料流量
を増減させた条件において，燃焼管に管状火炎が形成される上限および下限の空気過
剰率λを測定した．図 5.1.14に副室 0 mm，図 5.1.15に副室 20 mm，図 5.1.16に副室 40 
mmでの管状火炎の形成範囲を示す．(a)は軸流を供給しない場合，(b)は軸流10.0 L / min
を供給した条件の結果である．図中の破線はメタンの希薄可燃限界および過濃可燃限
界（16）を示している． 




















































Fig. 5.1.15 Formable range of tubular flame with auxiliary space of axial distance 20 mm. 
(b) Axial flow rate 10 L/min (a) Axial flow rate 0 L/min 
(b) Axial flow rate 10 L/min (a) Axial flow rate 0 L/min 
Fig. 5.1.16 Formable range of tubular flame with auxiliary space of axial distance 40 mm. 
Fig. 5.1.14 Formable range of tubular flame without auxiliary space. (Axial distance 0 mm) 
(b) Axial flow rate 10 L/min (a) Axial flow rate 0 L/min 
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なお，空気スリットからの空気流量は 80 L / min，燃料スリットからの燃料流量は
8.4 L / minで一定とする．軸流の流量増加に従い，スワール数 Swは減少する．なお，
軸流を供給しない条件のスワール数は Sw = 5.2，軸流を 10.0 L / minで供給する条件の
スワール数は Sw = 4.2であり，急速混合型管状火炎を形成するために必要とされるス
ワール数 3.0（19）以上の値である．  
火炎の浮き上がり長さは，高速度カメラで撮影した直接写真から測定した．測定に






ここで，画像内の任意の点(z, r)における発光強度を Iz,r，燃焼管の端面における z方向
の最大 pixelを zmax，z方向の最小 pixelを zmin，r方向の最大 pixelを rmax，r 方向の最
小 pixelを rminとする．すなわち，燃焼管を示す長方形の頂点は(zmax,rmax )，(zmax,rmin )，





ここで，発光強度 Izにおける最大値を Iz_max，最小値を Iz_minとする．図 5.1.19のグラ
フに示すように，火炎の存在していない領域 Pixel number = 0～150にノイズが存在す
















Axial flow rate   L/min
Fig. 5.1.18 Relation of axial flow rate and Swirl number. 
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流には窒素を用いた．燃料流量を 8.4 L / min，空気流量を 80 L / minに設定し，軸流ガ
スである窒素の流量を 0.1～17.0 L / minで変化させた．加えて，軸流管の内径も 5～30 
mmで変化させた．副室の軸方向距離は 50 mmとした．火炎を撮影する高速度カメラ














図 5.1.20にスワール数 Sw数に対する火炎の浮き上がり長さの関係を示す．図 5.1.20
中の凡例は軸流管の内径を示している．スワール数 Swが比較的大きい条件（Sw > 4.7）




























Axial flow inlet N2
Diameter of axial flow inlet mm








5               10               15               20               25               30
50
Table 5.1.6 Experimental conditions in the Lift-off distance measurement  




































空気スリットからの空気流量は 70.0 L / minとした．軸流を供給する場合，空気スリッ
トからの空気流量は 60.0 L / minとし，軸流管から軸流として空気を 10.0 L / min供給


























Fig. 5.1.20 Results of Lift-off distance ( ). 
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供給空気過剰率λ = 0.6では，軸流を供給しない場合，燃焼管内の全域で 1350～1400 
Kに保たれて，下流に向かって緩やかに温度が上昇した．一方で，軸流を供給すると，
z = 50 mmあたりから下流に向けて，軸流を供給しない場合と比べて温度が急上昇した．
燃焼管出口位置の z = 100 mmでは，温度がλ = 1.0とほぼ同等まで達した．下流に向け
て温度が急上昇する要因として，燃焼管外で形成された拡散火炎の高温既燃ガスの引
き込み（20）があることが推察される．  




































いて温度を計測した．表 5.1.8に実験条件を示す．軸流管からの空気流量を 10.0 L / min，
空気スリットからの空気流量を 60.0 L / minとした．また，供給空気過剰率がλ = 1.0と
なるように燃料スリットからの燃料流量を 7.3 L / minに調整した．軸流管の内径は 20 

















Fig. 5.1.21 Results in the axial temperature distribution measurement. 
(Axial distance of auxiliary space: 20 mm, r = 0 mm) 
Table 5.1.8 Experimental conditions in the Rayleigh scattering measurement 
Component
Fuel slit CH4 4.2 5.2 6.3 7.3 8.4 9.5
Air slit Air 30 40 50 60 70 80
Axial flow inlet Air
Diameter of axial flow inlet mm
Distance of auxiliary space mm
Frame rate fps
Exposure μs
Measure point :  r mm




50     60     70     80     90
100
9900












































Fig. 5.1.22 Comparison of Rayleigh scattering measurement and thermocouple measurement. 
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燃焼炉の外観を図 5.2.1に，燃焼炉の概略を図 5.2.2に示す．燃焼炉の内径は 400 mm，



















































した．一般的なアルミナの融点は2050℃，常温20℃における比熱は0.80～0.84 kJ / kgK，
熱伝導率は 30 W / mKである．本実験で使用したアルミナは，JIS試験における粒子径
分布計測装置の検定用基準粒子であり，粒径は不定形であるが粒径分布の幅が狭いの
が特徴である．本研究では，平均粒径 14 µm（白色溶融アルミナ No.4，日本粉体協業



















Fig. 5.2.2 Apparatus of in-flight heating furnace. 
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スリットの設定は Case 1, 2, 3の三種類を用いた．表 5.2.1に，アダプター挿入後の
スリットの形状と位置を示す．Case 1を基準として，Case 2はスリットの長さ（Length）
を増加させることで，スリット断面積を増加させた．Case 3は燃料スリットを矩形と































Case 1 20 1 20 20 0.5 10 center 
Case 2 30 1 30 30 0.5 15 center 




（NEX-7K, SONY製，ズームレンズ：E18-55 mm，SONY製） を用い，バーナ下流側
正面方向から火炎を撮影した．カメラの設定は，絞り値 f / 20，露出時間 1 / 400また
は 1 / 1250秒，ISO感度 1600とした．炉内温度は R型熱電対を用いて計測した． 








































Fig. 5.2.3 Schematic of tubular flame burner. 
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Combustion rate QHHV [kW] 5～20 
Oxygen ratio β [-] 1.1 
Oxygen concentration C [-] 0.5～1.0 









ここで，[O2]は酸素供給量[L / min]，[CO2]は二酸化炭素供給量[L / min]，[O2]thは燃焼
量に対する理論酸素量[L / min]を表す． 
酸素濃度を高めた酸化剤を用いて軸流を伴う管状火炎が安定して形成できる条件
を見出すために，燃焼量 QHHVおよび酸素濃度 Cを変化させて火炎の状態を観察した．




























































Fig. 5.2.4 Relations between combustion rate and flame appearance at β = 1.1, Axial flow 
rate: 5 L / min, Slit: Case 1 (Oxy: 20x1- Fuel: 20x0.5). 
Fig. 5.2.5 Mapping of various flame appearances at β = 1.1, Axial flow rate: 5 L / min,  
Slit: Case 1 (Oxy: 20x1- Fuel: 20x0.5). 
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図 5.2.9はスリット開口面積が Case 1の 1.5倍の Case 2（表 5.2.1参照）を用いた結






剤スリットの開口位置より下流側に配置させた Case 3（図 5.2.3，表 5.2.1参照）を検
討した．開口部を狭くすることで，燃料の流入速度を高めつつ，バーナ内全体として
は燃料と酸化剤の混合を Case 1や Case 2より緩慢にできると考えた．結果を図 5.2.10
に示す．Case 3では，振動燃焼が抑止され，輝炎が形成される領域も Case 2と比べ，
軸方向搬送ガス（酸素）流量が比較的に小さい条件では縮小された．したがって，ス
















































Fig. 5.2.7 Relations between axial flow rate and flame appearance at β = 1.1,  
QHHV = 20 kW, Slit: Case 1 (Oxy: 20x1- Fuel: 20x0.5). 
Axial oxygen flow [L / min]















Fig. 5.2.8 Mapping of various flame appearances at β = 1.1, QHHV = 20 kW, 




























































   
  
Fig. 5.2.9 Mapping of various flame appearances at β = 1.1, QHHV = 20 kW, 
Slit: Case 2 (Oxy: 30x1- Fuel: 30x0.5). 
 
 
Fig. 5.2.10 Mapping of various flame appearances at β = 1.1, QHHV = 20 kW, 





















 5.2.2.2 粉体気中加熱の実証 
スリットを Case 3，燃焼量 QHHV = 20 kW，酸素比β = 1.1，酸素濃度 C = 0.93，軸方向












加熱する粉体は平均粒径 14 µm および 30 µmのアルミナ（Al2O3 99.62%）とした．




















り観察した．図 5.2.12に平均粒径 14 mm，図 5.2.13に平均粒径 30 mm の加熱前後の撮
影した結果を示す．撮影倍率は，140倍および 500倍である．撮影画像から，加熱後
では，アルミナ粒子の鋭角がなくなり，球状化した粒子が存在することがわかる．平
Table 5.2.3 Experimental conditions at in-flight heating      
 




Fig. 5.2.11 Furnace temperature record. (Slit: Case 3(Oxy: 15x2- Fuel: 2.5x2.5 downstream),  





 均粒径 14 mmでは，140倍の画像において，気中加熱前同様の形状である鋭角を持つ
粒子は 1001 個，球状化された粒子は部分的に球状化された粒子を含めると 156 個あ
る．画像内全体の粒子数に対する球状化粒子の割合は 0.135であった．これに対し，
平均粒径 30 mmでは，気中加熱前同様の形状の粒子は 250個，球状化された粒子は 120
個ある．画像内全体の粒子数に対する球状化粒子の割合は 0.324であった．平均粒径





































Fig. 5.2.12 SEM images of 14 µm Alumina after in-flight heating. 
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技術を実証した．以下に第 2章 1節から第 5章 2節で得られた知見を列記する． 
 


















































 第 4章 管状火炎二段燃焼による窒素酸化物の排出抑制 
4.1 管状火炎二段燃焼の NOx低減効果 
空気二段燃焼の一次燃焼領域に管状火炎を適用した管状火炎二段燃焼の NOx低減





ii. NOx排出濃度は，一次当量比φ 1stから算出した一次バーナの断熱火炎温度 Tad, 



















第 5章 管状火炎による粉体の気中加熱 
5.1 軸流を伴う管状火炎の燃焼特性 
管状火炎を用いて粉体を気中加熱することを前提として，軸流を伴う管状火炎の燃
焼特性を解析した．軸流管を備える石英ガラス製の管状火炎バーナを用いて，軸流が
火炎形成可能範囲，火炎のバーナ上流端部からの浮き上がり，燃焼ガス温度に及ぼす
影響を調べた結果，以下のことが明らかになった． 
i. 副室を設けた急速混合型管状火炎バーナ内に軸流を流入させると，軸流のな
い場合と比べて，火炎が形成される上限の供給空気過剰率が低下する．また，
軸流管の内径を変更して軸流の流速を変化させても，火炎が形成される供給
空気過剰率は変化しない． 
120 
 
 ii. 軸流を供給して，スワール数を低下させた場合，スワール数がある閾値を下
回ると，火炎がバーナ上流端から浮き上がりはじめ，スワール数の低下に伴
い，浮き上がり長さは増加する．また，火炎の浮き上がりに対して，軸流の
流速よりも流量の影響をより強く受ける． 
iii. 軸流を供給すると，軸流を供給しない場合と比べて，燃焼ガスが最高温度と
なる位置は変化するが，燃焼ガスの最高温度はほぼ変わらない． 
 
5.2 軸流を伴う酸素管状火炎による粉体気中加熱の実証 
軸流を伴う管状火炎による粉体の気中加熱の実証を行った．酸素濃度の高い酸化剤
を用いる管状火炎バーナの燃焼特性を調べ，粉体気中加熱に適するバーナの設計や燃
焼条件を見出した．また，実証用バーナを燃焼炉に取り付けて，実際にアルミナ粉体
を加熱した結果，以下のことが明らかになった． 
i. 酸素を用いた軸流を伴う急速混合型管状火炎バーナでは，燃焼量の増加など
により，燃料と酸化剤の混合が促進されると振動燃焼が発生し易くなる． 
ii. 酸化剤に酸素を用いた管状火炎により，アルミナを気中で加熱して球状化さ
せることができる． 
 
本研究により，管状火炎の特徴を活かした新たな産業用バーナを提案することがで
きた．管状火炎の強旋回流を活かした高い伝熱性能の利用や，粉体を軸流で搬送させ
て瞬時に被加熱物を加熱する管状火炎による気中加熱法は，省エネルギー技術として
有用である．また管状火炎二段燃焼は，高温を必要とする産業においても環境負荷の
低減に寄与できるものである．これらの例は，いずれもが環境負荷の低減を図りなが
ら省エネルギーにも寄与できる技術である．一方，管状火炎の実用化のうえで最大の
課題のとなっていた振動燃焼についてはその現象解明を進めることができた．管状火
炎の利用が広がり，産業に貢献できる日を一歩近づけたものと自負している．産業界
の多種多様な熱利用について管状火炎の適合性を調べていくことは不可能に近いが，
本研究で示した幾つかの有効な適用例を基に改良が進められ，管状火炎が産業用とし
て広く利用されることを希求している． 
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